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　年末に向けて日経平均株価は4万円台を目指す
展開を予想する。トランプ次期政権の不透明感や
日銀の12月会合(12/18-19開催予定)での追加
利上げ、25.3期第2四半期決算の結果といった
懸念材料の影響は低下していくとみる。
　ジェトロの試算では、米国の関税が中国に60
％、日本を含むその他の国に10％かけられた場
合、中国の対米輸出が減る一方、日本のGDPは
横ばいとした。関税が相対的に低い日本の対米輸
出が一部増えるもよう。この効果を織り込み、米
大統領選挙以降の日本株は、中国本土株や香港株
よりも下落率が小さくなっている。
　年末にかけてはNISA口座の非課税枠利用残が
意識されよう。｢好配当｣など株主還元に積極的
な銘柄は、中長期保有の観点でNISA口座の利用
が好まれる傾向がある。また、連合が公表した年
末一時金の第2回回答集計結果では、額、月数共
に昨年同様の高水準となっており、消費関連銘柄
も注目されよう。 (11/26 田部井)

年末に向けて日経平均株価は4万円台を目指す展開

11月の銘柄・業種別騰落率（10/31→11/25）好配当銘柄や消費関連銘柄に注目

12月の展望
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◇9月下旬以降、営業利益、経常利益について従来予想比5％以上上振れを発表
（選択条件）
・東証プライム市場上場。9月20日～11月25日に今期会社予想売上高を下方修正せず、営業利益、経常利益をそれぞれ従来
予想比5％以上上方修正、売上高伸び率前期比3％以上、経常利益－5％以上（売上高、営業利益未公表企業含む）。予想
PER23倍以下、配当利回り1.5％以上、前期実績ROE4％以上。22年1月以降の安値から、11月25日終値までの上昇率が
180％未満。売買代金25日平均1億5000万円以上（金融は上位2位まで)。

今期会社予想業績を上方修正した銘柄銘柄
スクリーニング
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特 集

　25.3期上期(4‐9月)と24.12期3Q累計(1‐9月)の決算が出揃った(図表1、2)。
　プライム市場の金融を除く25.3期上期は前年同期比で売上高5％増、営業利益6％増、経常利益5％増、
当期利益6％増。2Q(7-9月)は円高影響が目立った。日銀のゼロ金利解除で三菱UFJ(8306)、三井住友
FG(8316)はじめ銀行株、がん治療薬が好調のアステラス(4503)、データセンター向け製品が伸びた
古河電工(5801)など274社が通期利益計画を上方修正。鋼材市況低迷でJFE(5411)、日本製鉄
(5401)、EV向け半導体が想定を下回ったローム(6963)など145社が下方修正した。
　24.12期3Q累計は前年同期比で売上高7％増、営業利益12％増、経常利益4％増、当期利益4％増。半
導体製造ライン向けシステムが伸長したダイフク(6383)、ランニングシューズが好調のアシックス
(7936)など25社が通期利益計画を上方修正。中国事業が不振の資生堂(4911)など40社が下方修正した。

　24年度のプライム市場上場企業の自社株買い
の設定額は、11月25日時点で14兆円と過去最
高。23年度実績の10.1兆円を大幅に上回る(図
表3)。23年３月末に東証が｢資本コストや株価
を意識した経営｣を要請し、24年10月末までに
はプライム市場上場の88％の企業が対応を開示。
資本効率改善、株主還元の面から自社株買いが活
発となっている。
　10月以降の発表額が大きい企業は、デンソー
(6902)､三菱UFJ(8306)､SOMPOHD
(8630)､大成建設(1801)、三井住友FG
(8316)、東京海上(8766)など。 (大部)

（出所）QUICKより内藤証券作成（11/21時点、対象1,022社） （出所）QUICKより内藤証券作成（11/21時点、対象206社）

（出所）QUICKより内藤証券作成（11/25時点）
（注）プライム市場のみ

（図表1）3月期上期決算増減 （図表2）12月期3Q決算増減

（図表3）自社株買い設定額の推移

直近決算集計

Ⅰ プライム市場の25.3期2Qは円高の影響が目立つも、前年同期比増益

Ⅱ 自社株買いの設定額は前年を大きく上回る



ⅠPO

Report 2024.12

Report 2024 December○8

内需銘柄が選好され堅調に推移
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12月の
スケジュール 米国の政権交代を控え、政治面のリスクが懸念材料


